
○

○

決算状況 （単位：百万円，％）

1,640,268 1,618,739 21,529 1.3 0.7

1,611,929 1,588,320 23,609 1.5 1.0

28,339 30,419 △ 2,080 △ 6.8 △ 11.8

10,219 10,811 △ 592 △ 5.5 △ 25.9

18,120 19,609 △ 1,489 △ 7.6 △ 1.4

△ 1,489 △ 281 △ 1,208 △ 429.9 96.8

12,977 8,114 4,863 59.9 △ 14.4

3,250 3,695 △ 445 △ 12.0 34.4

17,767 8,075 9,692 120.0 9.6

△ 3,028 3,454 △ 6,482 △ 187.7 185.9

決算規模の伸び率の推移 （単位：％）

（注）各表の計数は、表示単位未満の数値を四捨五入しているため、差引等において一致しない場合がある。

１　決算規模

　県内市町の普通会計決算は、前年度と比べ歳入総額は215億円（＋1.3％）増加し、歳出総額も236
億円（＋1.5％）増加した。

令和６年度　広島県内市町普通会計決算の概況

　歳出は、退職手当の増額や、職員給与引き上げ等による人件費の増加（＋229億円）や、低所得
世帯への給付金事業の実施による児童福祉費や社会福祉費の増等に伴う扶助費の増加（＋188億
円）などにより、全体では1.5％増加し、１兆6,119億円となった。

　歳入は、地方交付税の増加（＋218億円）や、地方消費税交付金や株式等譲渡所得割交付金の増
等による県税交付金の増加（＋90億円）などにより、全体では1.3％増加し、１兆6,403億円と
なった。
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第１図 決算総額の推移
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○ 　単年度収支は、市町全体で赤字となり、団体毎では23団体のうち16団体が赤字となった。

○ 　実質単年度収支は、市町全体で黒字となり、団体毎では23団体のうち16団体が赤字となった。

単年度収支額の対前年度比較 （単位：百万円）

団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額

0 0 0 0 0 0
4 608 6 2,092 △ 2 △ 1,484
3 781 2 326 1 455
7 1,389 8 2,418 △ 1 △ 1,029
1 △ 520 1 △ 165 0 △ 355
9 △ 1,704 7 △ 1,736 2 32
6 △ 653 7 △ 798 △ 1 145

16 △ 2,877 15 △ 2,699 1 △ 178
1 △ 520 1 △ 165 0 △ 355

13 △ 1,096 13 356 0 △ 1,452
9 127 9 △ 472 0 599

23 △ 1,489 23 △ 281 0 △ 1,208

実質単年度収支額の対前年度比較 （単位：百万円）

団体数 実質単年度収支額 団体数 実質単年度収支額 団体数 実質単年度収支額

0 0 0 0 0 0
3 1,139 8 8,330 △ 5 △ 7,191
4 2,250 5 376 △ 1 1,874
7 3,389 13 8,706 △ 6 △ 5,317
1 △ 295 1 △ 1,903 0 1,608

10 △ 4,642 5 △ 2,182 5 △ 2,460
5 △ 1,481 4 △ 1,168 1 △ 313

16 △ 6,418 10 △ 5,253 6 △ 1,165
1 △ 295 1 △ 1,903 0 1,608

13 △ 3,503 13 6,148 0 △ 9,651
9 769 9 △ 792 0 1,561

23 △ 3,028 23 3,453 0 △ 6,481

（注）各表の計数は、表示単位未満の数値を四捨五入しているため、差引等において一致しない場合がある。
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２　決算収支

　実質収支は40年連続全団体黒字で、前年度に比べ15億円減少し、181億円となった。
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第２図 決算収支の推移
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○

○

○

○

歳入決算額の内訳 （単位：百万円，％）

構成比 構成比

502,857 30.7 500,627 30.9 2,230 0.4 2.3

10,737 0.7 10,586 0.7 151 1.4 △ 0.4

99,052 6.0 90,079 5.6 8,973 10.0 2.0

17,903 1.1 3,897 0.2 14,006 359.4 △ 63.2

268,013 16.3 246,207 15.2 21,806 8.9 △ 2.2

323,945 19.7 339,765 21.0 △ 15,820 △ 4.7 △ 10.9

99,856 6.1 101,776 6.3 △ 1,920 △ 1.9 △ 0.8

125,969 7.7 141,794 8.8 △ 15,825 △ 11.2 △ 12.0

8,439 0.5 18,670 1.2 △ 10,231 △ 54.8 △ 39.2

191,936 11.7 205,537 12.7 △ 13,601 △ 6.6 24.0

1,640,268 100.0 1,618,739 100.0 21,529 1.3 △ 1.6

（注１）各表の計数は、表示単位未満の数値を四捨五入しているため、差引等において一致しない場合がある。

（注２）「県税交付金」とは、次の歳入科目の合計である。

３　歳入
　歳入総額は、１兆6,403億円となり、前年度に比べ215億円（＋1.3％）増加した。
　歳入の構成比では、大きい方から地方税30.7％、国庫支出金19.7％、地方交付税16.3％、その他
の収入11.7％、地方債7.7％となっており、依存財源である国庫支出金、地方交付税及び地方債の割
合が大きい。

　地方税は、堅調な企業業績による売上高の増加等に伴う法人市民税の増や、評価替え等に伴う
固定資産税の増等により、22億３千万円（＋0.4％）増加した。

区 分 令和６年度 令和５年度 増減額 伸び率
前年度
伸び率

　県税交付金は、地方消費税交付金や株式等譲渡所得割交付金の増等により、89億７千３百万円
（＋10.0％）増加した。

　国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減等により、158億２千万
円（△4.7％）減少した。

　地方債は、臨時財政対策債の減等により、158億２千５百万円（△11.2％）減少した。
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歳 入 合 計

　利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、分離課税所得割交付金、地方消費税交付金、ゴル
フ場利用税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金、自動車税環境性能割交付金、法人事業税交付金
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第３図 歳入決算額の推移
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[主な目的別歳出の増減]
○

歳出総額の推移 （単位：億円）

7,207 7,076 7,052 7,141 7,141

7,776 7,733 7,616 7,553 7,553

1,136 1,074 1,060 1,113 1,113

16,119 15,883 15,728 15,807 17,463

目的別歳出決算額の内訳 （単位：百万円，％）

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

154,683 9.6 13.7 136,030 8.6 △ 7.1

599,029 37.2 5.0 570,493 35.9 7.3

146,952 9.1 △ 12.8 168,544 10.6 △ 11.0

27,382 1.7 △ 2.3 28,016 1.8 1.2

195,525 12.1 △ 5.2 206,172 13.0 7.0

226,292 14.0 11.3 203,239 12.8 2.0

6,067 0.4 △ 56.3 13,874 0.9 △ 44.4

162,835 10.1 △ 1.5 165,355 10.4 1.3

93,164 5.8 △ 3.6 96,597 6.1 △ 1.0

1,611,929 100.0 1.5 1,588,320 100.0 1.0
（注）各表の計数は、表示単位未満の数値を四捨五入しているため、差引等において一致しない場合がある。

　民生費は、社会福祉費や児童福祉費の増等により、5.0％増加した。

　歳出総額は、１兆6,119億円となり、前年度と比較して236億円（1.5％）増加した。
　目的別歳出の構成比では、大きい方から民生費37.2％、教育費14.0％、土木費12.1％、公債費
10.1％、総務費9.6％となっている。
　性質別歳出では、人件費や扶助費の増などにより、義務的経費が392億円（4.8％）増加し、ごみ処
理施設の建設費や、サッカースタジアム建設事業の減等に伴う普通建設事業費の減などにより、投資
的経費が300億円（△13.2％）減少した。
　その他の経費は、物件費や積立金の増等により、144億円（2.7％）増加した。
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第４図 目的別歳出決算額の推移
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性質別決算額の内訳 （単位：百万円，％）

構成比 構成比

857,374 53.2 818,180 51.5 39,194 4.8 3.4

286,768 17.8 263,840 16.6 22,928 8.7 △ 0.3

407,885 25.3 389,129 24.5 18,756 4.8 7.1

162,721 10.1 165,211 10.4 △ 2,490 △ 1.5 1.3

197,868 12.3 227,854 14.3 △ 29,986 △ 13.2 5.7

191,802 11.9 213,983 13.5 △ 22,181 △ 10.4 12.2

うち補助事業費 77,029 4.8 96,444 6.1 △ 19,415 △ 20.1 6.0

うち単独事業費 109,151 6.8 111,585 7.0 △ 2,434 △ 2.2 11.9

6,067 0.4 13,870 0.9 △ 7,803 △ 56.3 △ 44.3

556,687 34.5 542,286 34.1 14,401 2.7 △ 4.2

199,119 12.4 191,002 12.0 8,117 4.2 △ 3.7

141,801 8.8 148,567 9.4 △ 6,766 △ 4.6 △ 4.3

215,767 13.4 202,717 12.8 13,050 6.4 △ 4.6

1,611,929 100.0 1,588,320 100.0 23,609 1.5 1.0

（注）各表の計数は、表示単位未満の数値を四捨五入しているため、差引等において一致しない場合がある。

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

物 件 費

補 助 費 等

そ の 他

歳 出 合 計

（注）普通建設事業費うち補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業費のうち補助事業費を含む。また、うち単独事業費に
は、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業のうち単独事業費を含む。
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第５図 義務的経費決算額の推移
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第６図 投資的経費決算額の推移
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○

地方債現在高の推移 （単位：百万円，％）

1,889,079 1,917,817 1,934,092 1,942,242 1,931,284
(1,269,367) (1,259,432) (1,245,674) (1,238,519) (1,234,439)

△ 1.5 △ 0.8 △ 0.4 0.6 1.4

228.5 237.5 243.1 238.1 247

459,788 391,119 382,808 393,028 334,604

地方債発行額の推移 （単位：百万円，％）

125,969 141,794 147,863 168,100 175,926

(8,439) (18,670) (31,118) (51,223) (48,898)

△ 11.2 △ 4.1 △ 12.0 △ 4.4 △ 3.0

162,570 165,198 163,086 165,334 159,220

△ 1.6 1.3 △ 1.4 3.8 △ 2.3

積立金現在高の推移 （単位：百万円，％）

112,622 115,191 112,815 107,335 96,386
伸 び 率 △ 2.2 2.1 5.1 11.4 0.7

25,191 20,377 20,326 20,222 12,259
伸 び 率 23.6 0.3 0.5 65.0 △ 0.7

122,459 121,051 125,875 119,390 112,604
伸 び 率 1.2 △ 3.8 5.4 6.0 3.1

260,271 256,619 259,015 246,946 221,249
伸 び 率 1.4 △ 0.9 4.9 11.6 1.8

将来にわたる実質的な財政負担の推移 （単位：百万円）

(A)

(B)

(C)

((A+B)-C)

債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の目的別推移 （単位：百万円）

209,491 137,561 166,492 150,585 137,673

455 455 676 469 473

249,842 253,103 215,640 241,974 196,458

459,788 391,119 382,808 393,028 334,604

17.6 2.2 △ 2.6 17.5 19.7
（注）各表の計数は、表示単位未満の数値を四捨五入しているため、差引等において一致しない場合がある。

（注）標準財政規模は臨時財政対策債発行可能額を含めている。

５　将来にわたる財政負担
　地方債現在高は、臨時財政対策債や旧合併特例債の減などにより、前年度に比べ287億円（△
1.5％）減少した。
　積立金現在高は、減債基金の増などにより、前年度に比べ37億円（＋1.4％）増加した。

　臨時財政対策債を除く地方債の現在高は、平成29年度まで減少傾向にあったが、平成30年７月豪
雨災害に伴う災害復旧事業債の増などにより、平成30年度以降は増加傾向で推移している。

区 分 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度

地 方 債 現 在 高 の 推 移

（臨時財政対策債除き）

伸 び 率

標準財政規模に占める割合

債 務 負 担 行 為 現 在 高

伸 び 率

区 分 令和６年度 令和５年度 令和４年度

地 方 債 発 行 額 の 推 移

（臨時財政対策債）

伸 び 率

地 方 債 償 還 額 の 推 移

令和３年度 令和２年度

合 計

区 分 令和６年度 令和５年度 令和４年度

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

その他の特定目的基金

令和３年度 令和２年度

区 分 令和６年度 令和５年度

地 方 債 現 在 高 1,889,079 1,917,817
債 務 負 担 行 為 現 在 高 459,788 391,119
積 立 基 金 現 在 高 260,271 256,619

将来にわたる実質的な財政負担 2,088,596 2,052,317

区 分 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度

増 減 率

物件費等の購入に係るもの

債務保証又は損失補償に係るもの

そ の 他

合 計
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↓これを更新してグラフに反映する範囲を修正

↓これを更新してグラフに反映する範囲を修正

29-06-01

29-06-02

29-06-03

29-06-01

29-06-02

29-06-03

積立金現在高と地方債現在高の推移

1,069 1,113 1,093 1,076
969 957 964

1,073 1,128 1,126

158
157 150 141

128 123 123

202
203 252

895
941 981 1,072

1,052 1,092 1,126

1,194
1,259 1,225

2,122
2,211 2,224

2,289

2,149 2,173 2,212

2,469

2,590 2,603

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

単位：億円

年度

第８図 積立金現在高の推移

その他特定目的

基金

減債基金

財政調整基金

12,774 12,464 12,089 11,936 11,950 12,154 12,344 12,385 12,457 12,694

5,727 6,077 6,304 6,546 6,792 6,894 6,968 7,037 6,884 6,197

18,501 18,542 18,392 18,482 18,742 19,047 19,313 19,422 19,341
18,891

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

単位：億円

年度

第７図 地方債現在高の推移

臨時財政対策債

臨時財政対策債

除き
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○

○

経常収支比率の状況 （単位：％）

94.5 94.7 △ 0.2
28.2 26.9 1.3
12.8 12.7 0.1
17.5 18.7 △ 1.2

経常収支比率別の団体分布状況 （単位：団体）

令和６年度(A) 令和５年度(B) 増減(A-B)

0 0 0
10 11 △ 1
7 7 0
6 5 1

健全化判断比率の状況 （単位：％）

7.1 7.5 △ 0.4
71.3 73.8 △ 2.5

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

区 分
団体数

区 分
令和６年度

(A)
令和５年度

(B)
増減
(A-B)

う ち 公 債 費

100 ％ 以 上

95 ％ 以 上 100 ％ 未 満

90 ％ 以 上 95 ％ 未 満

90 ％ 未 満

６　財政構造の弾力性
　経常収支比率は、前年度と比べ0.2ポイント減少し、94.5％となった。また、実質公債費比率は
7.1％、将来負担比率は71.3％となり、早期健全化基準を超えた団体はなかった。

経 常 収 支 比 率

う ち 人 件 費

う ち 扶 助 費

　経常収支比率は、地方交付税の増加など、分母である経常一般財源等の増加により、前年度に
比べ0.2ポイント減少し、94.5％となった。全23団体のうち17団体が90％以上であり、依然とし
て財政構造の硬直化が懸念される。

　実質公債費比率は、前年度と比べ0.4ポイント減少し、7.1％となった。地方債の発行に許可が
必要となる18％以上の団体はなかった。

区 分
令和６年度

(A)
令和５年度

(B)
増減
(A-B)

97.4
98.6 98.2 98.1 98.4

97.6

94.8

98.2 98.7
97.3

90.9
93.0

92.1

92.1
92.9 92.4

88.2

91.5 91.7
92.9

87.3

89.3

91.2
90.8

92.4

90.0

85.2

89.4

91.4

88.8

93.2
94.9 94.7 94.6 95.2 94.5

90.8

94.3 94.7 94.5

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

単位：％

年度

第９図 経常収支比率の推移

大都市 都市 町 市町全体

109.5
104.5 98.8

94.9 92.9
87.8

76.2
73.3 73.8 71.3

11.0
10.3

9.7

9.2
8.8

8.4
8.0

7.5 7.5
7.1

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

単位：％単位：％

年度

第10図 健全化判断比率の推移

将来負担比率 実質公債費比率
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